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大和アセットマネジメント株式会社
当社は、金融・資本市場を通じて社会及び経済の発展に資することを企業理念として掲げており、議決権の

行使はかかる目的に向けて非常に重要な役割を担っていると考えています。そのため、当社の「議決権の行使
に関する方針」について多くの方々に理解していただくべく、その詳細を公表しています。特に、投資先企業
に賛否判断の理由を把握していただくことは、投資先企業との建設的な対話にも資するものと考えています。
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Ⅰ．議決権行使の基本姿勢について
１．議決権行使にあたっての基本姿勢

当社は、中長期的な企業価値の向上または少数株主利益の保護の観点から、適当と判断する場合に賛成行使
をします。

賛否判断基準は、投資先企業との建設的な対話に資するものとすべく、客観性を高め、説明性に富み、出来
るだけ明確な基準とする事を目指して作成しています。

また賛否判断基準は、投資先企業との対話を通じて得られた知見や、企業を取り巻く社会・経済・政治情勢
や経営環境の変化等を反映し、投資先企業の企業価値の向上と持続的成長に資するものとすべく継続的に見直
し、適宜改定します。

２．賛否判断に対する基本的な考え方

当社は受託者責任を遂行し、投資先企業の中長期的価値や持続可能性の向上を目指すと同時に、少数株主利
益にも配慮した議決権行使を行います。

当社は、原則として行使権限を有する全ての投資先企業の株式について、アクティブ運用とパッシブ運用で
区別すること無く、議決権を行使します。

当社は、CIO（Chief Investment Officer）の統轄の下、スチュワードシップ活動に関わる運用本部の関係者
で構成される「スチュワードシップ委員会」を設けています。議決権行使における賛否は、スチュワードシッ
プ委員会において定めた基準（以下「賛否判断基準」といいます。）に基づき、当社自身が主体的に判断しま
す。
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３．サステナビリティ課題への取り組み

当社は、資産運用ビジネスを通じて、受益者の中長期的な利益向上に資することを目指しています。この目
的を達するためには、投資先企業がサステナビリティ課題に取り組むことで、持続的に企業価値を向上させる
とともに、社会の持続可能性を維持することが不可欠であると考えます。
この考え方に基づいてマテリアリティ（重要課題）を設定し、その中でもサステナビリティ・長期的リター

ンの2軸で特に重要なものをコアマテリアリティと位置付けています。
当社では、企業のコアマテリアリティに対する取り組みについて重点的にエンゲージメントを行うとともに、

問題があると判断する場合には代表取締役の再任に反対することもあります。コアマテリアリティは、以下の5
つのターゲットエリアに整理しています。

① 気候変動
地球温暖化に伴う異常気象による自然災害は年々増加しており、気候変動対応は地球規模で急務となってい

ます。カーボンニュートラル社会の実現に向けて、企業も温室効果ガス（以下、GHG）排出量削減の取り組み
の加速が求められます。
また、上記の取り組みは気候変動リスクを低減させるだけではなく、新技術・新製品開発などを通じたビジ

ネスチャンスの拡大にもつながると考えています。
当社では、GHG排出量削減に向けた計画の策定と実行、それに関する情報開示の拡充を求めていきます。

② 自然資本・生物多様性
多くの企業は事業活動を通じて国内外の生態系に依存し、また生態系に大きな影響を与えています。企業が

持続可能性を向上させるうえで地球環境の持続性を維持することは不可欠であり、そのためには自然資本の損
失を食い止めてネイチャーポジティブを目指すことが重要です。また、限りある資源を有効活用する循環型社
会への移行も、社会の持続可能性を高める上で重要です。
当社では、企業が自然資本の損失回避・循環型社会への移行に貢献するための計画を策定し実行していくこ

とを求めていきます。

③ 人的資本経営・DEI（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）
多くの企業において、人材は価値創出の原動力であるとともに最大の資本であり、人材の価値を最大限に引

き出すことで中長期的な企業価値向上につなげる人的資本経営が求められており、優秀な人材を確保・育成・
定着させるとともに従業員エンゲージメントを高める取り組みが必要です。
また、事業環境の不透明感が増す中で継続的にイノベーションを創出するためには多様なバックグラウンド

を持った人材を積極的に受け入れるとともに、各人がお互いを認め合いそれぞれが力を最大限に発揮できる組
織を作ることが重要です。
当社では、人的資本経営とダイバーシティに関する取り組み及び情報開示の拡充を求めていきます。

④ ビジネスと人権
社会の持続可能性を確保する上で、企業が人権尊重の取り組みを行うことが重要です。企業活動における人

権への配慮は、社会的に求められる当然の責務であるだけでなく、経営上のリスクへの対処に資するものです。
当社では、ビジネスと人権について、人権方針の策定や人権デューデリジェンスの実施、救済メカニズムの

構築といった企業の取り組み及びその情報開示を求めていきます。

⑤ ガバナンス体制
コーポレートガバナンス・コードの導入および改訂などを契機に企業のコーポレートガバナンスに対する意

識は高まり、社外取締役の人数の増加など形式的な体制は確立されてきています。しかし形式を整えることは
出発点であり、そこから社外取締役がその能力や監督機能を十分に発揮していく体制をどのように築いていく
か、すなわち実効性を高めていくかが重要であると認識しています。
当社では、取締役会の実効性向上に関する継続的な取り組みを求めていきます。
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４．議決権の行使に係る意思決定プロセス

当社は、賛否判断基準に基づいて賛否を決定し、議決権を行使します。

ただし、経済・社会情勢の変化や当該企業の個別事情等から、賛否判断基準の適用がかえって、受託者責任
の遂行、あるいは投資先企業の中長期的価値や持続可能性の向上に資さないと考えられる場合には、投資先企
業との対話等も踏まえて、スチュワードシップ委員会において個別に審議の上、賛否を決定することがありま
す。

また、提案内容の個別性が強い等の理由で、あらかじめ賛否の基準を類型的ないし一律に定められない議案
については、スチュワードシップ委員会で個別に審議の上、賛否を決定します。

スチュワードシップ委員会は、当社と資本関係を有する企業（大和証券グループ本社等関連会社）や営業上
の関係を有する企業（当社投資信託の販売会社およびその親会社）に対する議決権行使を、利益相反が生じ得
る特定の場合として管理します。これらの企業の議案のうち、当社の賛否判断基準において「個別に検討す
る」と定められている議案にあっては、外部の専門機関の推奨に従って議決権を行使することにより、利益相
反の排除と、行使判断の中立性を確保します。ただし、スチュワードシップ委員会において、企業価値及び少
数株主利益の向上の観点から当該推奨に従うことが適切でないと判断した場合には、独自に賛否を決定するこ
ととします。利益相反管理対象企業への議決権行使内容については、定期的に、社外取締役と利益相反管理統
括責任者である法務コンプライアンス担当役員で構成する「スチュワードシップ監督委員会」（以下「監督委
員会」といいます。）に報告します。監督委員会は、利益相反管理に問題があると判断した場合にはCIOに対し
て勧告を行うことで、利益相反の排除と中立性の確保に努めます。なお、スチュワードシップ委員会の求めに
応じて、スチュワードシップ委員会における個別審議または賛否の決定の前に、監督委員会の助言を受けるこ
とができるものとします。

③個別審議が必要であ
ると考えられる議案

②あらかじめ個別に検
討することを「議決権
の行使に関する方針」
に定めている議案

（3）個別審議

（１）議決権の行使に関する方針

（２）議案の精査

（5）議決権行使

（6）議決権行使結果の個別開示

投
資
先
企
業
と
の
建
設
的
な
対
話

①「議決権の行使に
関する方針」に基づ
き賛否判断を行う議
案

（4）議案の賛否判断
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１．国内株式
当社は、以下の基準に基づいて、全議案を精査し、投資先国内企業の議決権を行使する。ただし、投資先企

業の状況や建設的な対話（エンゲージメント）の内容等によっては、投資先企業の中長期的価値や持続可能性
の向上の観点から、以下の基準とは異なる判断を行う場合がある。

Ⅱ．議決権行使の賛否判断基準

(1) 取締役（社外取締役を除く）の選任

以下に該当する企業の取締役（社外取締役を除く）の選任については、反対する。
① 企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）があったと判断した企
業において、当該事象に関して責任があると判断した候補者。なお該当企業は個別に検討するが、その際に
は業績または企業価値への影響や社会的責任の観点などから総合的に判断する。

② 経営成績に問題がある、または株主資本の有効活用に問題があると判断した企業の、直近3期（決算期）以
上在任した再任候補者（指名委員会等設置会社については、執行役としての在任期間も含める）。ただしグ
ロース市場に新規上場してから3年未満の企業については、適用除外とする。また一部の業態については、適
用除外とする場合がある。
(*)経営成績または株主資本の有効活用に問題があると判断する基準は、以下の条件のいずれかに該当する
企業。

・条件1：直近3期連続赤字の企業。なお赤字か否かの判断には、親会社株主に帰属する当期純利益を用いる。
・条件2：直近3期のROEがすべて、同一業種内下位33％水準（この水準が8%を上回る場合には8%）を下

回っている企業。ただし、ROEが直近2期上昇傾向にある企業については適用除外とする場合があ
る。

（注）業種は、TOPIX 17業種分類を用いることとし、同一業種内下位33%水準はプライム市場及びスタン
ダード市場の上場銘柄を対象に計算する。

また、以下に該当する企業の代表取締役（または代表執行役）の再任については、反対する。
③ 当社基準の独立要件を満たす社外取締役（以下、独立社外取締役という）が2名以上（プライム市場上場企
業については、独立社外取締役が2名以上かつ取締役会の構成員の1/3以上）選任（上程）されていない企業
の代表取締役（または代表執行役）である再任候補者。

④ 親会社または支配株主を有する企業、またはそれに準ずる企業においては、独立社外取締役が2名以上かつ
取締役会の構成員の1/3以上（プライム市場上場企業については、独立社外取締役が2名以上かつ取締役会の
構成員の過半数）選任（上程）されていない企業の代表取締役（または代表執行役）である再任候補者。
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⑤ 豊富な株主資本または現金資産を持ちながら株主資本の有効活用が不十分と判断した企業であって、株主
還元や資金の使途等の観点で合理的な対応策を示していない企業の、取締役在任期間が3期以上の、代表取締
役（または代表執行役）である再任候補者。
ただし、以下の企業は除く。
（ⅰ）剰余金処分案が同時に上程されている企業。
（ⅱ）金融業種に属する企業。なお、他の業種であっても金融関連の業務比率が高い企業を除く場合がある。
（ⅲ）上場後3年未満の企業（テクニカル上場を除く）。
(*)豊富な株主資本または現金資産を持ちながら株主資本の有効活用が不十分であると判断する基準は、以下
の3条件全てに該当する企業。これらの企業について、株主還元や資金の使途等の観点で合理的な対応策
を示しているか否か、確認する。

・条件1：自己資本比率が50％以上であり、かつネットキャッシュが総資産の30%以上。
・条件2：自己資本配当率（DOE）が、配当を実施している上場企業内上位25%水準を下回っている。
・条件3：直近3期のうち2期以上のROEが、同一業種内上位33%水準（同一業種内上位33%水準が8%より

低い場合は8%）を下回っている。

⑥ 決算説明会を実施していない企業の代表取締役（または代表執行役）である再任候補者。なお決算説明会
の実施の有無は、決算短信等をもとに判断する。

⑦ 買収防衛策を取締役会決議にて導入・継続している、または株主総会に事前導入型買収防衛策の導入・継
続に関する議案を上程した企業の代表取締役（または代表執行役）である再任候補者。

⑧ 情報開示が不十分（定時株主総会における事業報告等、議案の判断に必要な情報が開示されていない）で
ある企業の代表取締役（または代表執行役）である再任候補者。

⑨ プライム市場上場企業において、取締役が複数のジェンダーで構成されていない企業の代表取締役（また
は代表執行役）である再任候補者。

⑩ 政策保有株式を過大に保有している企業で、政策保有株式の縮減に向けた取り組みが十分に行われている
と判断できない企業の代表取締役（または代表執行役）である再任候補者。
(*)政策保有株式を過大に保有していると判断する基準は、政策保有株式（みなし保有株式を含む）の保有額
が純資産の20%以上である企業。ただし純資産の20%未満であっても、縮減の取り組み等で特に問題があ
ると判断する場合には反対することがある。

⑪ 監査役会設置会社であって、取締役の任期を2年としている企業の代表取締役である再任候補者。

⑫ プライム市場上場企業において、監査役会設置会社または監査等委員会設置会社で任意の指名委員会また
は報酬委員会を設置していない企業の代表取締役である再任候補者。

⑬ 当社が特に重視しているサステナビリティ事項に関して課題を抱える企業で、エンゲージメントを継続的
に実施しても改善が見られない、あるいは度重なるエンゲージメントの申し出に応じない企業の代表取締役
（または代表執行役）である再任候補者。

⑭ 直近決算期末のPBRが1倍未満で、資本コストや株価を意識した経営を行っていないと判断する企業の代表
取締役（または代表執行役）である再任候補者。

(*)資本コストや株価を意識した経営を行っていないと判断する基準は、東京証券取引所の「資本コストや株
価を意識した経営の実現に向けた対応」の開示要請への対応を行っていない企業。
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(3) 監査役（社外監査役を除く）の選任

企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）があったと判断した企業に
おいて、当該事象に関して責任があると判断した候補者については、反対する。

(*)該当企業の判断については、「(１)取締役（社外取締役を除く）の選任」①参照。

(4) 社外監査役の選任

以下に該当する候補者については、反対する。
① 企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）があったと判断した企
業において、当該事象に関して責任があると判断した候補者。
(*)該当企業の判断については、「(１)取締役（社外取締役を除く）の選任」①参照。

② 独立性の観点で問題があると判断する候補者。
(*)独立性の観点で問題があると判断する基準は、以下のいずれかの条件に合致する候補者。
・条件1：株主総会招集通知に、金融商品取引所が定める独立役員の要件を満たしている旨の記載が無い。
・条件2：大株主（5％以上保有）およびその親子兄弟会社の役員（非業務執行取締役および監査役を除く）

または従業員（退職者を含む。ただし、退職して5年以上経過している場合を除く）。
・条件3：株主総会時点で監査役または取締役としての在任期間が12年以上である。

③ 取締役会等への出席状況について問題があると判断する候補者。
(*)取締役会等への出席状況について問題があると判断する基準は、以下のいずれかの条件に合致する候補者。
・条件1：取締役会または監査役会の出席率が85%未満の再任候補者。
・条件2：出席率を把握できる明確な情報が開示されていない再任候補者。

④ 当該企業を含めて、上場企業の役員（会社法上の役員）を5社以上兼任することになる候補者。

以下に該当する候補者については、反対する。
① 企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）があったと判断した企
業において、当該事象に関して責任があると判断した候補者。
(*)該当企業の判断については、「(１)取締役（社外取締役を除く）の選任」①参照。

② 独立性の観点で問題があると判断する候補者。
(*)独立性の観点で問題があると判断する基準は、独立社外取締役が取締役会の構成員の過半を満たしておら
ず、以下のいずれかの条件に合致する候補者。

・条件1：株主総会招集通知に、金融商品取引所が定める独立役員の要件を満たしている旨の記載が無い。
・条件2：大株主（5％以上保有）およびその親子兄弟会社の役員（非業務執行取締役および監査役を除く）

または従業員（退職者を含む。ただし、退職して5年以上経過している場合を除く）。
・条件3：株主総会時点で取締役または監査役としての在任期間が12年以上である。

③ 取締役会等への出席状況について問題があると判断する候補者。
(*)取締役会等への出席状況について問題があると判断する基準は、以下のいずれかの条件に合致する候補者。
・条件1：取締役会または指名委員会等設置会社における指名委員会、報酬委員会の出席率が85%未満の再

任候補者。
・条件2：出席率を把握できる明確な情報が開示されていない再任候補者。

④ 当該企業を含めて、上場企業の役員（会社法上の役員）を5社以上兼任することになる候補者。

(2) 社外取締役の選任
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(7) 会計監査人の選任

企業または企業の役職員に会計・財務面で企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象があったと判断される場
合については、個別に検討する。

(8) 役員報酬等
① 役員報酬額の設定・改定

以下のいずれかに該当する場合については、反対する。
（ⅰ）企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）があったと判断した
場合。

（ⅱ）経営成績に問題がある、または株主資本の有効活用に問題があると判断した場合。ただし一部の業態に
ついては、適用除外とする場合がある。
(*)経営成績または株主資本の有効活用に問題があると判断する基準は、「(1) 取締役（社外取締役を除く）
の選任」②条件1～条件2参照。

（ⅲ）支給対象者に監査役または社外取締役が含まれる場合。

② 役員賞与支給

以下のいずれかに該当する企業の一人あたり役員報酬額を増額する議案（監査等委員会設置会社移行による、
監査等委員である取締役の報酬額の設定の場合を除く。）については、反対する。ただし法定または任意の報
酬委員会を設置している企業においては、社外取締役の報酬は除く。
（ⅰ）企業の社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）があったと判断した
企業。

（ⅱ）経営成績に問題がある、または株主資本の有効活用に問題があると判断した企業。ただし監査役の報酬
は除く。また一部の業態については、適用除外とする場合がある。
(*)経営成績または株主資本の有効活用に問題があると判断する基準は、「(1) 取締役（社外取締役を除く）
の選任」②条件1～条件2参照。

③ 役員退職慰労金贈呈
打ち切り支給が同時に上程されている場合を除き、原則として反対する。

(6) 補欠の役員候補の選任
独立性の観点で問題があると判断する候補者については、反対する。
(*)独立性の観点で問題があると判断する基準は、「(２)社外取締役の選任」②参照。

(5) 監査等委員会設置会社の監査等委員または指名委員会等設置会社の監査委員である取
締役の選任

監査役選任の方針に準じる。
ただし、社外役員選任議案において、独立性の観点で問題があると判断する基準は、「(2)社外取締役の選任」
②参照。

なお以降の基準においても、「監査役」と記載された場合、監査等委員会設置会社における監査等委員である
取締役、および指名委員会等設置会社における取締役のうち監査委員である者を含む。
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(9) 剰余金の処分

⑤ 業績連動型ではない株式報酬の導入・改定

① 普通株式の配当
株主提案議案が同時に上程されていて、かつ会社提案議案と対立する内容である場合は個別に検討する。ただ
し、以下に該当する場合は、反対する。
（ⅰ）財政状態が懸念される企業の場合

(*)財政状態が懸念されると判断する基準は、3期連続赤字の企業、または自己資本比率10%以下でかつ配当
性向が100%以上（赤字配当含む。ただし、金融業種を除く）の企業。

（ⅱ）豊富な株主資本または現金資産を持ちながら株主資本の有効活用が不十分と判断した企業であって、株
主還元や資金の使途等の観点で合理的な改善策を示していない場合
(*)豊富な株主資本または現金資産を持ちながら株主資本の有効活用が不十分であると判断する基準は、
「(1) 取締役（社外取締役を除く）の選任」⑤参照。

② 種類株式の配当
いわゆる優先株式の配当については、原則として賛成する。

業績連動型ではない株式報酬を監査役または社外取締役に付与する議案については、下記の点などを考慮した
上で、賛否を判断する。
・社内と社外、執行と非執行など明確な対象の選別があり、監査役または社外取締役には業績連動部分がな
いことが明白であるか。

・株式報酬の比率が限定的であるか。
・役員退任時まで株式を保有する仕組みが確保されているか。
・交付される株式が大幅な希薄化を伴わないものであるか。

(10) 株式併合

実質的に株式価値の大幅な希薄化が生じる懸念がある場合（スクイーズ・アウトを目的とする議案を除く。）
は反対する。

(*)実質的に株式価値の大幅な希薄化が生じる懸念があると判断する基準は、実質的な発行可能株式総数の拡
大を伴い、かつ拡大後の発行可能株式総数が現在の発行済株式総数の2倍以上になっている場合。

以下のいずれかに該当する場合については、反対する。
（ⅰ）株式価値の大幅な希薄化を伴う場合

(*)株式価値の大幅な希薄化を伴うと判断する基準は、以下のいずれかの条件に該当する場合。
・条件1：発行済株式総数に対して5%以上希薄化する場合
・条件2：毎年継続的に発行する場合は、発行済株式総数に対して年間で1%以上希薄化する場合

（ⅱ）付与対象者が適切でない場合
(*)付与対象者が適切でないと判断する基準は、以下のいずれかの条件に該当する場合。
・条件1：対象者に監査役または社外取締役が含まれる場合
・条件2：付与対象者に取引先が含まれる（ただし付与目的が買収・第三者割当の場合を除く）場合

④ 業績連動型報酬の導入・改定（金銭報酬、株式報酬、ストックオプションを含む）
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(13) 企業再編

合併や会社分割、株式交換・株式移転、株式分配型スピンオフ等の企業再編に関する議案については、案件の
意義・効果や統合比率の妥当性等を踏まえ企業価値を毀損するおそれがある場合には個別に検討する。

(14) 買収防衛策の導入・継続

事前導入型買収防衛策の導入・継続については、反対する。有事導入型の買収防衛策については、その内容を
精査し、買収防衛策のスキームや買収者と投資先企業双方の企業価値向上プラン等を考慮した上で個別に検討
する。

(15) 資本金または資本準備金の額の増加・減少

名目上の増資または減資の場合は、原則として賛成する。

(12) 第三者割当増資
増資の意義・効果や、発行価額の妥当性、割当先等を勘案し、株式市場の反応も参考にした上で、少数株主利
益を毀損しないと判断する場合に賛成する。
ただし、財団等（財団以外の公共性・社会性の高い団体を含む）に対する第三者割当による自己株式処分に関
する議案については、下記の点などを考慮した上で、賛否を判断する。
・ストックオプションの付与を含めた割当後の財団等の保有株が、発行済株式総数の5%以上でないか。
・財団等に割り当てられる株式の議決権を行使しない方針となっているか、または議決権が企業および財団
等から独立した第三者に委託され、かつ当該第三者による行使が行われるものになっているか。

(11) 自己株式取得（取得枠の設定）

株主提案議案が同時に上程されている場合は、個別に検討（内部留保を活用した成長可能性を含めて検討）す
る。
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定款変更議案において、原則として以下の議案には賛成する。
① 会社概要に関する変更（例：商号、事業年度、本店所在地の変更 等）
② 事業目的の追加・削除
③ 株式取扱規程（規則）条項の変更
④ 発行可能株式総数の縮小
⑤ 単元株式数の変更
⑥ 単元未満株式に関する規定（権利制限含む）
⑦ 株主総会に関する変更（例：招集地の変更、基準日の変更 等）
⑧ 特別決議の定足数の緩和
⑨ 指名委員会等設置会社への移行
⑩ 監査等委員会設置会社への移行
⑪ 取締役の定員の減少
⑫ 監査役の定員の変更
⑬ 取締役の任期短縮
⑭ 役職の新設、廃止
⑮ 補欠監査役の選任決議の効力・任期の設定
⑯ 取締役・監査役・会計監査人の責任限定
⑰ 取締役会決議による重要な業務執行の決定の取締役への委任
⑱ 取締役会の書面等決議の導入
⑲ 場所の定めのない株主総会開催を可能とするもの
⑳ 文言の修正・変更
㉑ その他、明らかに企業価値の向上に寄与すると考えられる議案

定款変更議案において、原則として以下の議案には反対する。
① 取締役の任期延長
② 取締役の解任要件の加重
③ 取締役の定員数の15名以上への増加
④ 買収防衛策の導入等

上記以外については、以下の基準に従う。
① 発行可能株式総数の拡大
発行可能株式総数が現在の発行済株式総数の2倍以上になっている場合は、原則として反対する。ただし、ス
クイーズアウトを目的とする場合、または株式分割に伴う普通株式の発行可能株式総数の増加であって、株
式分割割合の範囲内の増加である場合は賛成する。

② 取締役会決議による剰余金の配当、自己株式取得
株主提案権が排除される場合は、反対する。

③ 種類株式の発行
発行条件等の詳細な内容が決められていない、もしくは開示されていない場合は反対する。

④ 企業価値を毀損する恐れがある場合は、個別に検討する。

(16) 定款変更
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当該株主提案が企業価値の増大に寄与するものとなっているかどうかを判断基準とする。

株主提案において、原則として以下の議案には賛成する。
① 当社の賛否判断基準で反対となる取締役、監査役に対する解任（再任拒否）
（「(1) 取締役（社外取締役を除く）の選任」～「(4) 社外監査役の選任」参照）
ただし、当該総会をもって退任となる候補者は除く。

② 取締役の任期短縮
③ 取締役、監査役の責任限定
④ 社外役員の取締役会（および監査役会）出席率の開示を求めるもの
⑤ 買収防衛策の廃止
⑥ 役員報酬の個別開示
⑦ 業績連動報酬等、役員報酬の計算方法の開示
⑧ マルス条項またはクローバック条項の導入

また、気候変動や人権の尊重、その他ESG課題に関する情報開示の拡充や取組みの強化を求める議案には、
企業の取組み状況や業務執行への影響なども勘案した上で適切と判断できる場合に賛成する。

株主提案において、以下の議案については企業価値の向上に寄与するとは考えられない、もしくは企業側に判
断を委ねるべき内容であることから、原則として反対する。
① 当社の賛否判断基準で賛成となる役員候補に対する解任（再任拒否）
② 取締役人数の限定・変更、監査役人数の限定・変更
③ 白票の取り扱いの変更
④ 機関設計の変更を求めるもの
⑤ 取締役会議長の選任を制約するもの
⑥ 株主提案の理由がない、または理由が不適切と判断するもの
⑦ その他、企業価値向上に資することが不明確な議案

上記以外については、以下の基準に従う。
① 取締役または監査役の選任については、企業価値の向上に寄与することが合理的かつ十分に説明されてい

ると判断する場合を除いて反対する。
② 株主提案の文字数の増加については、会社側が文字数制限を設けている場合には、賛成する。
③ 剰余金の配当の決定機関を変更する議案については、株主総会と取締役会の双方が決定権を有する場合の

み賛成する。
④ 企業価値向上に資する可能性がある場合（剰余金処分案、自己株式取得、等）は、個別に検討する。

(17) 株主提案による議案
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２．国内不動産投資法人

当社は、以下の基準に基づいて、全議案を精査し、投資先国内不動産投資法人の議決権を行使する。ただし、
投資先投資法人の状況や建設的な対話（エンゲージメント）の内容等によっては、投資先投資法人の中長期的
価値や持続可能性の向上の観点から、以下の基準とは異なる判断を行う場合がある。

(1) 執行役員の選任

投資法人または資産運用会社に社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）が
あったと判断した場合は、当該事象に関して責任があると判断した候補者に反対する。

(2) 監督役員の選任

投資法人または資産運用会社に社会的信頼を損なわせる重大な事象（違法行為、反社会的行為、不祥事等）が
あったと判断した場合は、当該事象に関して責任があると判断した候補者に反対する。

(3) 補欠の役員候補の選任

投資法人の提案を尊重する。

(4) 会計監査人の選任

投資法人の提案を尊重する。

(5) 規約変更
以下の議案については、投資証券の価値への影響等を考慮した上で、賛否を判断する。
① 運用報酬の変更
② 役員に支払う報酬の上限額等の変更
③ 資産運用の対象および方針の変更
④ 金銭の分配の方針の変更
⑤ 投資主総会に関する事項の変更
⑥ 資産評価方法の変更

(6) 資産運用委託契約に関する議案

個別に検討（投資証券の価値を毀損する恐れがあるかを検討）する。
ただし、資産運用委託契約の軽微な変更等、投資証券の価値に影響を与えないと判断できる議案については、
賛成する。
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(7) 合併
合併等案件の意義・効果や統合比率の妥当性等を踏まえ投資証券の価値を毀損するおそれがある場合には個別
に検討する。

(8) 投資主提案による議案
投資証券の価値向上に資する可能性がある場合には、個別に検討する。
投資証券の価値向上に資する可能性があると判断できない場合は、反対する。

以上

※議決権行使に関するお問い合わせはメールにて承ります。
(お問い合わせ用メールアドレス:damssc@daiwa-am.co.jp)
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